































時 間： ２００９年７月２８日（火） １５：００－１７：００ 
場 所： 京都大学吉田校舎時計台２階国際交流ホール 
講 師： 楊偉民（中国・国家発展と改革委員会副秘書長） 
テーマ： 世界的金融危機下における中国経済の回復」 
 























  時 間： 7 月 21 日(火) 16：30－18：00  
  場 所： 京都大学吉田キャンパス・法経済学部東館３階・第三教室(いつもの会場と同じ建物) 














 前期： 4 月 21 日（火）、 5 月 19 日（火）、 6 月 16 日（火）、7月 21 日（火） 







                                     ２４．JUN．０９ 




５月度の暴動情報は比較的少なく、暴動レベル 2 を超えるような大きな暴動はなかった。 
なお①、②は現場検証済み。③～⑨は未検証。 ※暴動レベルは文末に掲示。 
 





時 間 後 に 鎮 圧 。 警 察 は ２ ０ ０ ～ ３ ０ ０ 人 を 拘 束 し 、 こ の 地 域 を 封 鎖 し






























 12．2000 戸余りの帰国華僑の住宅問題を解決せよ。 
 13．1997 年に米国難民署から送られてきた帰国華僑への援助金をすぐに支払え。（使途不明中） 
 14．英紅セメント工場を拡張するために、鎮政府が英紅セメント工場の従業員から集めた資金を返却せよ。（鎮
政府は１０年前に資金を集めたが、経済困難を理由に元金も利息も従員に支払わずじまい） 


















                                  
≪ベトナム帰国華僑の茶畑≫    ≪ベトナム帰国華僑の宿舎≫       ≪襲撃された派出所≫ 
  














































































⑨５／２４  香港  娯楽施設の全面禁煙に反対し、施設従業員など１０００名余、デモ。  暴動レベル０。 
・マージャン店やサウナ、ナイトクラブなどで働く従業員１０００人以上が、娯楽施設の全面禁煙の施行に反対し
てデモを行った。   
 
≪私の暴動評価基準≫ 
暴動レベル０ ： 抗議行動のみ 破壊なし 
暴動レベル１ ： 破壊活動を含む抗議行動 １００人以下（野次馬を除く） 破壊対象は政府関係のみ 
暴動レベル２ ： 破壊活動を含む抗議行動 １００人以上（野次馬を除く） 破壊対象は政府関係のみ  
暴動レベル３ ： 破壊活動を含む抗議行動 一般商店への略奪暴行を含む   
暴動レベル４ ： 偶発的殺人を伴った破壊活動 
暴動レベル５ ： テロなど計画的殺人および大量破壊活動 



































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
  1 月   21.2 7.1  194 26.5 27.6 ▲13.4 109.8 18.9 16.7 
 2 月  (15.4) 19.1 8.7 (24.3) 82 6.3 35.6 ▲38.0 38.3 17.4 15.7 
 3 月 10.6 17.8 21.5 8.3 27.3 131 30.3 24.9 ▲28.1 39.6 16.2 14.8 
 4 月  15.7 22.0 8.5 25.4 164 21.8 26.8 ▲16.7 52.7 16.9 14.7 
 5 月  16.0 21.6 7.7 25.4 198 28.2 40.7 ▲11.0 38.0 18.0 14.9 
 6 月 10.4 16.0 23.0 7.1 29.5 207 17.2 31.4 ▲27.2 14.6 17.3 14.1 
 7 月  14.7 23.3 6.3 29.2 252 26.7 33.7 ▲22.2 38.5 16.3 14.6 
 8 月  12.8 23.2 4.9 28.1 289 21.0 23.0 ▲39.5 39.7 15.9 14.3 
 9 月 9.9 11.4 23.2 4.6 29.0 294 21.4 21.2 ▲40.3 26.0 15.2 14.5 
10 月  8.2 22.0 4.0 24.4 353 19.0 15.4 ▲26.1 ▲0.8 15.0 14.6 
11 月  5.4 20.8 2.4 23.8 402 ▲2.2 ▲18.0 ▲38.3 ▲36.5 14.7 13.2 
12 月 9.0 5.7 19.0 1.2 22.3 390 ▲2.8 ▲21.3 ▲25.8 ▲5.7 17.8 15.9 
2009 年             
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲224 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2 月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1 月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に
対応している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノ
の貿易である。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
 
